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介護職員等特定処遇改善加算の概略①
趣
旨

経験・技能のある介護職員に重点を置き、処遇改善加算に加えて更なる賃金改善を行うための介護報酬の加算と
して、2019年の消費税引上げ時に新設されました。加算率が高い順に特定加算Ⅰ・Ⅱの2区分があります。

算
定
要
件

特定加
算Ⅰ・
Ⅱの両
区分で
必要

処遇改善加算要件
処遇改善加算ⅠからⅢまでのいずれかを算定していること。

職場環境等要件
届出の計画に係る計画の期間中に別紙１表４に掲げる処遇改善（賃金改善を除く。）の取組を複数実施

し、その内容を全ての職員に周知していること。ただし、別紙１表４の「入職促進に向けた取組」、「資
質の向上やキャリアアップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心身の健
康管理」、「生産性の向上のための業務改善の取組」及び「やりがい・働きがいの醸成」の区分ごとに１
以上の取組を行うこと。なお、処遇改善加算と特定加算において、異なる取組を行うことまでを求めるも
のではないこと。

見える化要件
特定加算に基づく取組について、ホームページへの掲載等により公表していること。具体的には、介護

サービスの情報公表制度を活用し、特定加算の取得状況を報告し、賃金以外の処遇改善に関する具体的な
取組内容を記載すること。当該制度における報告の対象となっていない場合等には、各事業者のホーム
ページを活用する等、外部から見える形で公表すること。

特定加
算Ⅰの
み必要

介護福祉士の配置等要件
サービス提供体制強化加算の(Ⅰ)又は(Ⅱ)の区分（注）の届出を行っていること。

（注）
サービス
区分に応
じて異な
る要件

・ 訪問介護にあっては特定事業所加算(Ⅰ)又は(Ⅱ)
・ 特定施設入居者生活介護等にあってはサービス提供体制強化加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)又は入居
継続支援加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)
・ 地域密着型通所介護（療養通所介護費を算定する場合）にあってはサービス提供体制強化
加算(Ⅲ)イ又は(Ⅲ)ロ
・ 介護老人福祉施設等にあってはサービス提供体制強化加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)又は日常生活継
続支援加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)

令和5年3月1日老発0301第2号 厚生労働省老健局長「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等
支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」より
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介護職員等特定処遇改善加算の概略②

賃金改善

次のグループ分けをしたうえで賃金改善を行う。

Aの賃金改善は、該当者がいる限り必須です。
A・B・Cのグループ間の平均賃金改善額は、A・B間は「A＞B」、BとCの比率は

「１：0.5以下」（注）としなければなりません。

A 経験・技能のある介護職員
介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職員と認められる者をいう。
具体的には、介護福祉士の資格を有するとともに、所属する法人等における
勤続年数 10 年以上の介護職員を基本としつつ、他の法人における経験や、
当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業者の裁量で設定することとする。

B 他の介護職員（Aに該当しない介護職員）
経験・技能のある介護職員を除く介護職員をいう。

C その他の職種（介護職員以外の職員）
介護職員以外の職員をいう。

処遇改善加算と異なり、介護職員以外の賃金改善が可能

令和5年3月1日老発0301第2号 厚生労働省老健局長「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ等
支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」、厚生労働省「令和3年度介護報酬改定に関するQ&A
（Vol.1）（令和3年3月19日）」より

令和3年度より、グループ別の配分率が見直されています。

（注）Cの平均賃金額がBの平均賃金額を上回らない場合は、柔軟な取扱いを認
め、両グループの平均賃金改善額が等しくなる（１：１）までの改善が可能。
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特定加算の区分と算定要件

(注) 区分Ⅰ・Ⅱのそれぞれで満たす必要のある要件「○」、満たさない要件「×」

算定要件の内容と特定加算の区分

算定要件 算定要件の内容 Ⅰ Ⅱ

処遇改善加
算要件 処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのうちのどれかを算定していること。 ○ ○

職場環境等
要件

処遇改善加算と同じものだが、処遇改善加算では、どれか一つでよかったの
に対し、特定加算では「入職促進に向けた取組」、「資質の向上やキャリア
アップに向けた支援」、「両立支援・多様な働き方の推進」、「腰痛を含む心
身の健康管理」、「生産性の向上のための業務改善の取組」及び「やりがい・
働きがいの醸成」の６つの区分からそれぞれ１つ以上の取組を行うことが必要

○ ○

見える化要
件

特定加算の取り組みをホームページ等に掲載し、公表していること。介護
サービス情報公表システムに掲載することで足りる。 ○ ○

介護福祉士
の配置等要
件

サービス提供体制強化加算の(Ⅰ)又は(Ⅱ)の区分の届出を行っていること。
○ ×

（注）←

※ 訪問介護その他のサービス区分で求められる要件については、2ページの「介護職員
等特定処遇改善加算の概略①」を参照
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特定加算の主役「経験・技能のある介護職員」

経験・技能のある介護職員は誰が該当するか？
特定加算による賃金改善の主役となる経験・技能のある介護職員の

定義を国は次のように示しています。

経験・技能のある介護職員
介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職員と認められる者

をいう。具体的には、介護福祉士の資格を有するとともに、所属する
法人等における勤続年数10年以上の介護職員を基本としつつ、他の法
人における経験や、当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業者の裁
量で設定することとする。
令和5年3月1日老発0301第2号 厚生労働省老健局長「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ
等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」より
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特定加算による賃金改善の単位
賃金改善を法人全体で行うか、事業所ごとに行うか
特定加算による賃金改善は、事業所ごとに行うのが本来の考え方ですが、法人

全体で作成した計画書を届け出れば、法人全体（複数事業所を一括）で行うこと
もできます。
特定加算による賃金改善は、A（経験・技能のある介護職員）、B（他の介護職

員）、C（その他の職種）のグループ分けをしたうえで行いますが、Aのうち１人
以上は、賃金改善の見込額が月額平均８万円以上または賃金改善後の賃金の見込
額が年額440万円以上になる賃金改善を行う必要があります。
この Aグループに対して月額平均8万円または年額440万円以上の賃金改善を

行う人数は、特定加算による賃金改善を法人全体で行うか、事業所ごとに行うか
により、次のように異なります。
賃金改善の単位 Aグループに月額8万円また年額440万円以上の賃金改善を行う人数
単一事業所 その事業所で1人以上

法人全体
（複数事業所を

一括）

A・B・Cのグループ分けを法人全体で行い、そのAのうち一括する事
業所の数以上の人数

（例）「ア」「イ」「ウ」の三つの事業所を一括する場合、「ア」～
「ウ」の各事業所で1人以上ではなく、どの事業所でもよいので3人以
上という意味（「ア」だけで3人でもよい）
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賃金改善方法（特定加算の配分）の決定
特定加算による賃金改善（配分）の流れ
特定加算による賃金改善（配分）は、次のステップで行うことが考

えられます。

以下、上記の流れを見ていきましょう。

ステップ1
① 配分するグループを決定（Aを必須としたうえで、BやCに配分す
るかを決める）
② 職員（法人全体ならその法人全員、事業所単位ならその事業所の
職員）を①で配分対象とするグループに分ける。

ステップ2
ステップ1でAグループとした職員のうち、賃金改善の単位（法人全
体か単一事業所ごとか）に応じた人数について「月額平均8万円ま
たは年額440万円以上」をどのように行うかを決める。

ステップ3
ステップ1で配分対象としたグループに対し、ステップ2のAに対す
る配分をふまえたうえで、A・B・Cのグループ間の平均賃金改善額
の比率をA・B間は「A＞B」、BとCの比率は「１：0.5以下」とし
て賃金改善を行う。



特定加算による賃金改善を行う職員の範囲を決める。
① A・B・Cのグループ分け
経験・技能のある介護職員を定義したうえで、全ての職員を「A：経験・技能のある介護職員」

「B：他の介護職員」「C：その他の職種」に分ける。
② 配分グループの決定（原則として、Aは必須）
特定加算による賃金改善をどのグループに対して行うかを決める。Aにすべてを配分することも、

Aに配分したうえでBやCに配分することも可能。新たに開設した事業所で、研修・実務経験の蓄積
等に一定期間を要するなど、職員間における経験・技能に明らかな差がない場合などは、Aを設定
しないことができる。

A 経験・技能のある介護職員 B 他の介護職員 C その他の職種
・勤続10年以上の介護福祉士を基本
・介護福祉士は必須
・勤続年数は、他の法人や医療機関等
での経験等も通算可能
・事業所の能力評価や等級制度を活用
するなど、10年以上の勤続年数がなく
ても業務や技能等を勘案し、対象にで
きる

（配分対象とする際のルール）
・「A 経験・技能のある介護職員」
を除く介護職員

（配分対象とする際のルール）
・介護職員以外の職員

※Cは、賃金改善後の賃金の見込額
が年額440万円を上回る 場合は賃
金改善を行えない。この440万円は、
手当等を含め、非常勤職員の場合、
常勤換算方法で計算する

いずれも選択可能

ステップ1 賃金改善を行う範囲を決める

7



ステップ2 Aの賃金改善を決める
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月額平均8万円以上の賃金改善
・賃金改善実施期間における月額平均の賃金改善額が8万円以上となることが必要
・処遇改善加算の賃金改善分とは別に判断する
・法定福利費等の増加分を含めて判断可能

年額440万円以上の賃金改善
・年額440万円は、処遇改善加算による改善額を含めて判断
・年額440万円は、手当等を含めて判断
・年度途中から特定加算を算定するときは、12か月間加算を算定していれば、年額440万円以上と
見込まれる場合、要件を満たすものとして差し支えない

・現に年額440万円以上の者は、「月額8万円または年額440万円以上の賃金改善を行う人数」に
含めてよい

・社会保険料等の事業主負担その他の法定福利費等は含まずに判断

例外的な取扱い
・以下の場合は、「月額平均8万円または年額440万円以上の賃金改善」の条件を満たさなくても
よい 

  ▶ 小規模事業所で特定加算が少額である場合
  ▶ 職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃金を引き上げることが困難な場合
  ▶  8万円等の賃金改善を行うにあたり、これまで以上に事業所内の階層、役職やそのための能

力・処遇を明確化することが必要になるため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定
期間を要する場合

「A 経験・技能のある介護職員」のうち1人以上は、
月額平均8万円または年額（年収）440万円以上の賃金改善が必要



ステップ3 各グループの賃金改善を決める
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A・B・Cのグループ間の平均賃金改善額は次のとおり
A・B間は「A＞B」、BとCの比率は「１：0.5以下」

令和5年3月1日老発0301第2号 厚生労働省老健局長「介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及び介護職員等ベースアップ
等支援加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」より
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経験・技能のある介護職員の賃金改善
経験・技能のある介護職員に対する「月額平均8万円または年額440万円以

上の賃金改善」は、次の意味で捉えてください。

特定加算による賃金改善を行う際の注意点①

月額平均8
万円以上

月額の賃金が8万円以上ではなく、賞与等による賃金改善分も含めた年間
（賃金改善実施期間）の賃金改善額を12等分した金額が8万円以上の意味
この月額平均8万円以上には、特定加算による法定福利費等の増加分も含め
て判断する。

年額440
万円以上

処遇改善加算による賃金改善も含めた金額
介護職員と看護職員など他職種を兼務する場合、勤務時間の全てでなく部
分的であっても、介護業務を行っている場合は、介護職員として「経験・
技能のある介護職員」に区分できる。
また、その場合の年収は兼務割合などで按分することなく、実際に受けて
いる金額で440万円以上かどうかを判断してよい。
特定加算による賃金改善を行わなくとも、経験・技能のある介護職員のグ
ループ内に、すでに440万円以上の者がいるときは、その人数分「年額440
万円以上」の条件を満たす。
「440万円以上」は、社会保険料等の事業主負担その他の法定福利費等は
含まずに判断する。
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処遇改善加算と同じことが求められる
処遇改善加算のキャリアパス要件と異なり、特定加算の算定要件として、「就業規則

等による周知」は明記されていません。
しかし、「介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベース

アップ等支援加算処遇改善計画書」では、特定加算についても、次のように賃金改善
ルールを「就業規則、給与規程」等に定めることが求められています。
労働法令の遵守が必要なことも処遇改善加算と同様です。

特定加算による賃金改善を行う際の注意点②

東京都福祉局ウェブサイト「令和5年度介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算及びベースアップ等支援加算について（こ
ちらは介護保険が対象です）」内の資料「処遇改善加算等計画書（記載例）」より
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処遇改善加算・特定
加算・ベースアップ
等加算の加算率
（令和5年）

令和5年3月1日老発0301第2号 厚生労働
省老健局長「介護職員処遇改善加算、介護
職員等特定処遇改善加算及び介護職員等
ベースアップ等支援加算に関する基本的考
え方並びに事務処理手順及び様式例の提示
について」より

処遇改善加算（Ⅰ～Ⅲ）を受け
ていれば、特定加算のⅠまたは
Ⅱを同時に受けることができる
（処遇改善加算要件を満たす）。
処遇改善加算を受けずに特定加
算だけを受けることはできない。
これはベースアップ等支援加算
も同じ。
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特定加算の取得状況

厚生労働省「令和4年度介護従事者処遇状況等調査結果の概要」より
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https://www.tokyosr.jp/fukushikaigo_syoguukaizenkasan/

電話による無料相談
訪問によるアドバイスお申込み

https://www.tokyosr.jp/fukushikaigo_syoguukaizenkasan/
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